
 

  

《参考》  

東京都立学校の授業料等徴収条例（抜粋） 

                               昭和２２年１２月１３日 

                               条 例 第 ９ １ 号 

第２条 授業料等の額は、次のとおりとする。 

 一 授業料 

イ 高等学校 

（１）全日制の課程 

（イ）単位制による課程以外の課程       年額     １１８，８００円 

（ロ）単位制による課程 

a 高等学校の定時制又は通信制の課程の生徒であって単位を修得するために当該 

単位に係る科目の履修を許可されたもの（以下「併修生」という。）以外の生徒 

年額     １１８，８００円 

b 併修生                 １単位につき   ３，９６０円 

（２）定時制の課程 

（イ）単位制による課程以外の課程        年額      ３２，４００円 

（ロ）単位制による課程            １単位につき   １，７４０円 

ロ 中等教育学校の後期課程           年額     １１８，８００円 

 

 二 入学料 

  イ 高等学校 

  （１）全日制の課程及び専攻科                    ５，６５０円 

  （２）定時制の課程                         ２，１００円 

  （３）通信制の課程                           ５００円 

  ロ 中等教育学校の後期課程                     ５，６５０円 

 

 四 通信教育受講料 

   高等学校                   １単位につき     ３３６円 

 

第３条 授業料、通信教育受講料及び聴講料は、前納しなければならない。 

  ２ 入学料は、入学手続をする際に納付しなければならない。ただし、中等教育学校の後 

期課程の入学料は、前期課程を修了し後期課程に進級する際に納付しなければならない。 

  ３ 入学考査料及び聴講生考査料は、入学願書を提出する際に納付しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都の条例改正により、授業料等の金額を改定することがあります。 

○ 東京都教育委員会が必要と認めた場合は、入学料、授業料及び通信教育受講料が減免になります。 

平成２６年４月１日に不徴収制度から就学支援金制度へと授業料の制度が変わりました。 

就学支援金制度とは、「区市町村民税の課税標準額×６％－区市町村民税の調整控除の額」が 

３０万４,２００円未満の世帯で申請のあった生徒本人に代わり、学校が就学支援金を受け取り、生

徒の授業料として充当する国の制度です。 

 また、令和７年度は、国の制度である高校生等臨時支援制度が導入され、所得制限により就学支

援金の適用外となった生徒についても、臨時支援金の申請により授業料が無料となりました。令和

８年度以降については、国がいわゆる「高校授業料の無償化」を検討しています。 

なお、既に高校を卒業したことがある方及び修業年限（全日制３６か月、定時制４８か月）を超

えて在学している方については、就学支援金等の対象とならないため、原則として授業料を徴収し

ます。詳細については、入学する予定の学校にお問い合わせください。 


